











昭和シェル石油は人員の削減計画を見直す。 98年 3 月から2001年 3 月までの
3 年間で当初 900 人としていた人員削減の目標数を 1.5 倍にまで拡大， 1300 人























日本の円の国際化はここし 2 年歩みを速め，アジア 太平洋地域は「新宮















労働者が 1996 年に 892 万人， 1997年に 1200 万人になった。そして， 1998年年








トップ以外の人事を行う。両部門の発表によると， 2000 年の 4 月まで，全国
29 の省市区で 5 万あまりの機関単位（政府事業部門）で「競争上両J （競争に




































































し，中間の年齢を企業内にとどめ成功した。つまり 50 歳以上を退職させ， 30 歳以






































































1.8倍，毎年平均15.29ポイントの増加となった。九五期間中， G D P に占める




























日本の大多数の大企業および官公庁には，「定期異動J 制度があり， 1 年に
1 回から 2 回，定期的に一斉に人が移動する（注6）。この異動はまったく異なる
職種へ移動することもある。 20 名程度の部門であれば，毎年の定期異動で 1
名から 2 名は他の部門に移動し，他の部門から同数の人が移動してくるのが一
般的である。この定期異動の異動原則がジョブローテーションである。ジョブ
ローテーションとは，企業に入社して 2' 3 年に 1 回，定期異動の際に職場を
-55 (289）ー
異動していく人事制度である。この連続的異動は 本社人事部の長期人事計画







































1980 年代 トヨタ生産方式の普及 ジョブローテーションの変質
PO S の普及
景気サイクル対応型組織の終湾












































さて， ジョブローテーションにおいて，異動のサイクルに， 2 年で 1 回異動
する「 2 年組J と， 3 年で 1 回異動する「 3 年組j があるといった捉え方をし
てみよう。（図 1 を参照）異動することは「その仕事の習得と達成による卒業」
である。したがって，卒業機関が短い 2 年組の方が出世は早く， 一般にエリー
トと言える。 2 年組の人は， 2 年でー勢に異動するのでイス（異動先）はその
人数に合わせて，本社人事部がイスを用意する。 3 年組には 3 年組用にイスを
用意する。 したカfって， 3 年組に一度入ってしまうと 2 年組のイスに行きたく






2 年 2 年 2 年 2 年
A さん（ 2 年組）
B さん（ 3 年組）
6 年間
異動サイクルが 2 年組の人が ある時突然 3 年組になってしまった時に嘆く
のは， こういった理由からなのである。ジョブローテーションは，「イス取り
ゲームJ に例えられることカfある。 2 年組の数と， 3 年組の数でイス取りゲー
ムをするのである。入社して， 20 代はあまり差がつかない。 しかし 40 代から
はイスの数が急激に減少する。競争は次第に激しくなっていき，特に 2 年組
-59 (293）一




















































分は 2' 3 年しかやっていなしEからこの程度だろう」と 専門にこだわらず問
題解決を行う。よって即応性が増す。また，次の異動を考えるといまやってい

























ある。 2' 3 年に 1 回異動すれば数回の異動により 10 年程度で多能な人材が
























































































































































































社会経済生産性本部の第 3 回「日本的人事制度の変容に関する調査J による
と（削），年俸制の導入企業は上場企業全体の 22.7%。前回の 14.6% を上回った。
-69 (303 ）·一
導入の「具体的な計画・予定がある」企業も 8.2% あり 「将来的に導入を考
えている」企業は 43.2%。「今後とも導入の予定はないj は 24.3% であった。










① プロ野球型 1 年ごとの契約で，実力次第で大幅に賃金が増減する完全な
実力主義年俸制である。成果の出ない人は 契約更新されず解雇される。
②外資系年俸制 手当などは少なく，賃金構造は単純である。 1 年ごとの人
事考課に基づいて，翌年の年収が決まり，その 12 の 1 または賞与相当分













































なくなっている。代表的な雇用を守ってきた企業である I B Mは， 91 年に 41
万人の従業員を 21 万人まで削減する大リストを開始した。 G E は 80 年代にす
でに終身的雇用維持を放棄した。米ヒューレット・パッカード（HP）は終身
























織J である。 1000 に 3 つの事業が成功するなら，ソニーが成長するためには
































ビス）はその 1 社である。富士通が56% を出資する。オープン情報システム
構築を主力とする会社である。もともとは富士通の汎用機保守会社として 89
年に分社され， 94 年からオープン化の流れに対応しサービス部門を強化，株












らが猛反発。ディーラーへの配慮 分離社員の士気低下で分社時約 300 億円の



























































個人にとっては楽なはずだ。J （注 1 0) 








































資本金 1 億 800 万円
労働構成 合計 男性 女性
①従業員数 3311 人 2738 573 
②平均年齢 40.0 歳 41.0 35.4 
③平均勤続 16.2 年 16.8 13.2 
④平均賃金 37 万 5800 円
博報堂は 2000年 4 月に処遇制度全体を抜本から見直した新人事制度を導入
した。資格制度では 従来のコース別区分を廃止し，役割を基準とした 5 つの
バンドに再編するとともに 賃金制度においては，これまで一部の管理職層に























2 つを専門職掌に吸収し 管理，専門，特定の 3 つの職掌に集約し簡素化を図っ
た。そのうえで全社で役割を基準とした 5 つのバンドへと再編した。各バンド
は上から EP, PR, BL, PL, AS の 5 っからなる（ただし厳密には AS の下
に新入社員が格付けられる EN がある）。 PR バンド以上が管理職層， BL ハン
ド以下が組合員層という位置付けである。
さらに，それぞれのバンド内には，各人の 1 年間の目標サイズを基に格付け
を行う「グループJ を設けている。各バンドは， EP で 3 つ， PR4 つ， BL3
つ， PL2 つ， AS2 つのグロープに分けている。管理職層でグループ数が多い
のは，目標の達成度を厳密にみようとする意図からである。






らなる。さらに， BL と PL のバンド該当者に限っては 後述する裁量労働制
の対象者となることから裁量労働に対する手当として 上記に加え BL/PL




原資は，新たな年俸制（BL と PL のバンド該当者の場合）ではすべて基準年
俸に組み込んでいる。
それぞれの金額水準のウェートは，例えばBL バンド・ 2 グロープ（目標の
大きさが 2 ランク目） ・標準的な査定のケースでは，基準年俸，裁量労働手当，





1 ）社内 FA 制
対象は BL, PR バンドの社員で，同一主要担当職務を連続 4 年以上務め，
かつ，人事考課で一定水準以上（ 3 年間の平均が＋ A以上）の人材である。
この要件を満たす社員に FA （フリーエージ、エント）の権利が発生する。運
用は，以下のような流れで行なわれる。
毎年 12 月 1 日付けで人事・人材開発局から対象者およびその上司に FA の権
利があるが通知される。そこで，本人は希望があれば 3 ヶ月以内に所定の帳票




















3 ）第 2 配属性
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